
様式建６号（第３７条関係） 

消防用設備等適用除外申請書 

 

①〇〇年〇〇月〇〇日  

②岩見沢地区消防事務組合 

  消防長        様 

③申 請 者 

住 所 〇〇市〇条〇〇丁目〇〇 

電 話 〇〇〇〇‐〇〇-〇〇〇〇 

氏 名 株式会社〇〇 

    代表取締役 〇〇 〇〇 

 

 下記の防火対象物の消防用設備等について、消防法施行令第３２条の適用を受けたいの

で関係図書を添付して申請します。 

 なお、消防用設備等除外申請書に事後変更が生じたときは、速やかに技術上の基準に適

合するよう消防用設備等を設置します。 

施 設 の 所 在 地 ④岩見沢市〇条〇〇丁目〇〇 

施 設 の 名 称 ⑤〇〇複合ビル 

 

用 途 ・ 構 造 

 

規 模 

 

⑥用 途：複合用途防火対象物（飲食店・事務所） 

⑦構 造：鉄骨造 

⑧規 模：地上３階 

     １階床面積 120㎡ ２階床面積 120㎡  

     ３階床面積 120㎡ 延べ面積 360㎡ 

設置義務消防用設備等 ⑨消火器、自動火災報知設備、誘導灯 

申請消防用設備等 ⑩自動火災報知設備 

申請理由及び措置 ⑪ 

※受 付 欄 ※経   過   欄 

 

 

 

備考 ※印の欄は記入しないこと 

記入例 

記入しない 



消防用設備等適用除外申請書の記入要領 

項 目 記 入 事 項 

①年月日 提出する年月日を記入します。（和暦） 

②宛先 岩見沢地区消防事務組合 消防長 〇〇 〇〇（氏名）を記入します。（空欄

可） 

③申請者 防火対象物の所有者、管理者、占有者の住所、電話及び氏名を記入します。

法人の場合は法人の所在地、電話、名称、代表者職及び氏名を記入します。 

（例）岩見沢市８条東１０丁目２-４７ 

   0126-22-4301 

   いわみ 消防士 

④施設の所在地 防火対象物の所在地を記入します。 

⑤施設の名称 防火対象物の名称を記入します。 

略称は使用しないでください。 

（例）「株式会社○○ ○○倉庫 A」「○○銀行 ○○支店」 

⑥用途 防火対象物の用途を消防法施行令別表第１に掲げる用途区分により用途を

記入してください。項区分の記入は必要ありません。 

（例）単体用途の場合 「工場」「事務所」 

複合用途の場合 「店舗・共同住宅」「飲食店・遊技場」 

⑦構造 防火対象物の構造を記入します。 

（例）「鉄筋コンクリート造」「鉄骨造」 

 

⑧規模 防火対象物の階数、床面積、延べ面積を記入します。 

⑨設置義務消防用

設備等 

防火対象物で設置義務消防用設備等の種類を記入します。 

 

（例）消火器、屋内消火栓設備、避難器具 

⑩申請消防用設備

等 

除外申請したい消防用設備等の種類を記入します。 

 

（例）「消火器」「自動火災報知設備」「誘導灯」 

⑪申請理由及び措

置 

除外申請する理由と措置を記入します。 

（例） 

【申請理由】 

本防火対象物は、飲食店（床面積 120 ㎡）・事務所（床面積 240 ㎡）であ

り、「複合用途防火対象物等における自動火災報知設備の取扱いについて（平

成 14年 12月 17日付け消防予第 595号）」に示される対象施設に該当し、

かつ同通知の定める特例適用の要件を満たしているため、自動火災報知設備

の設置免除を申請します。 

【措置】 

安全性を確保するために、消火器及び誘導灯の設置・維持管理を徹底すると

ともに、特例適用の要件を満たさなくなった場合は、速やかに消防法令に適

合するよう自動火災報知設備を設置します。 


